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1．はじめに
　海上物流におけるコンテナ船の普及に伴い，国際商業会議所（the	Interna-
tional	Chamber	of	Commerce;	 ICC）が制定した貿易条件の国際規則であるイ
ンコタームズには，1980 年の改訂（Incoterms	1980）から，コンテナ船によ
る輸送ないし複合輸送を想定した貿易条件（trade	terms）として，FCA（Free	
Carrier，運送人渡条件），CPT（Carriage	Paid	To，輸送費込条件），CIP
（Carriage	and	Insurance	Paid	To，輸送費・保険料込条件）の 3 条件が創設
された。インコタームズはその後 2 回の改訂（1990 年，2000 年）を経て現行
最新版の 2010 年版（IncotermsⓇ2010）に至っているが，当該 3 条件は引き継
がれている1）。しかるに，「いまや定期航路の在来船を探すのは難しい状況」2）	
といわれるほどコンテナ化が進展しているにもかかわらず，現実の貿易取引に
おいては伝統的な在来船専用の貿易条件である FOB（Free	on	Board，本船渡
 1）“trade	terms”に対して「貿易定型取引条件」，「定型貿易条件」，「トレード・ターム
ズ」などの訳語が散見されるが，筆者はこれまで一貫して「貿易条件」を用いてい
る。また，2011 年 1 月 1 日に発効した現行の IncotermsⓇ2010 から，FCA	rule
（FCA 規則）や CIP	rule（CIP 規則）のように，各々の貿易条件を表わすアルファ
ベット 3 文字に続く語が従来の terms（条件）から rule（規則）に代えられた。筆
者の感じるところ，「規則」なる語は個々の貿易条件ではなくインコタームズ自体
を表わすような印象を受けるので，引続き「条件」を使用する次第である。
 2）	 石原伸志，合田浩之（2010）；コンテナ物流の理論と実際，成山堂書店，p.	1
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条件），CFR（Cost	and	Freight，運賃込条件），CIF（Cost,	 Insurance	and	
Freight，運賃・保険料込条件）の 3 条件の使用比率が高く，FCA，CPT，
CIP 条件の使用比率は非常に低いことがよく指摘される。無論，ICC は，コン
テナ貨物の輸送には FCA，CPT，CIP 条件を用いるべきであり，FOB，
CFR，CIF 条件を用いることは適当ではない旨の勧告を行っている3）。だが，
根強く FOB，CFR，CIF 条件が商習慣的に使用され続けているため，FCA，
CPT，CIP 条件は認知度が低く，今日のコンテナリゼーションの進展に見合う
までには普及していないといわれている。すなわち，物流環境の現状と貿易条
件の使用状況との間に大きな乖離があり，現実の貿易取引において，実際の運
送手段に適した貿易条件が選択されていないケースが多数あると考えられてい
る。
　こうした実態は，すでに専門の研究者たちによる数々の調査研究によって明
らかにされてきた4）。筆者もまた，とりわけ上記のような貿易条件の誤用ない
 3）	 IncotermsⓇ2010 における FOB，CFR，CIF 条件の助言メモ（guidance	note）では，
これらの条件は「物品が本船の船上に置かれる前に運送人に引渡される場合，例え
ば，通常，ターミナルで引渡されるコンテナに入っている物品の場合には，適当で
ないかもしれない」（may	not	be	appropriate	where	goods	are	handed	over	to	the	
carrier	before	 they	are	on	board	 the	vessel,	 for	example	goods	 in	containers,	
which	are	typically	delivered	at	a	terminal）と記述されおり（新堀聰訳），そのよ
うな状況ではそれぞれ FCA，CPT，CIP 条件が使用されるべきであると助言され
ている。FOB，CFR，CIF 条件における危険の移転（transfer	of	risks）は，旧版
のインコタームズでは物品が本船の手すり（shipʼs	rail）を通過した時点と規定され
ていたが，IncotermsⓇ2010 では本船上（on	board	the	vessel）に変更された。しか
し，いずれにせよ，コンテナ貨物は陸上にあるコンテナ・ヤード（CY）やコンテ
ナ・フレート・ステーション（CFS）で運送人に引渡されるので，FOB，CFR，
CIF 条件の使用は適切ではなく，リスクを伴う。たとえば，コンテナ貨物に Inco-
termsⓇ2010 の FOB（または CFR）を使用した場合，貨物が輸出港で本船上に置か
れる前に損害が発生すれば，買主が付保した貨物海上保険では担保されない。なお，
引渡しが本船の船側で行われる FAS（Flee	Alongside	Ship，船側渡条件）の助言
メモでも，FAS は物品がコンテナに入っている場合は不適当であり，FCA が使用
されるべきであると記されている。
 4）	 たとえば，日本貿易学会第 53 回全国大会（2013 年 6 月開催）における𠮷田友之教
授（関西大学）の報告によると，在阪の貿易業者を対象にして 2012 年に実施した
アンケート調査の結果，「使用経験のあるトレード・タームズ」の使用比率は，在
来船用のタームズが計 59％（FOB20％，CFR19％，CIF20％）であったのに対し，
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し不適切使用という観点から貿易条件の使用状況に関心をもち，ここ数年来，
ささやかな調査を続けてきた。筆者の関心は，既往の貿易取引で使用された貿
易条件よりむしろ，引き合い案件（business	proposal）の段階で提示される貿
易条件にある。そのため，JETRO（日本貿易振興機構）が運営する引き合い
案件データベース“Trade	Tie-up	Promotion	Program”（以下，TTPP）を閲
覧し，日々登録される新着の貿易取引案件の中で選択されている貿易条件を洩
れなく記録することによって，貿易条件の使用状況を経時的に観察してきた。
ちなみに，TTPP は世界 170 ヶ国以上のユーザーが利用しているデータベー
スであり，①自社の希望案件を探して問合せをする，②自社の取引案件を登録
して問合せを待つ，という 2 つの方法で利用することができる5）。これまで筆
者は，TTPP を活用して 2009 年と 2010 年に行った貿易条件の使用状況につ
いての調査（以下，それぞれ 2009 年調査，2010 年調査という）に基づき，引
き合い段階の貿易取引案件においても，選択される貿易条件は在来船専用の
FOB，CFR，CIF3 条件に集中していることを本紀要に報告した6）。
　ところで，2010 年調査を実施してから約 5 年が経過した 2015 年 9 月より，
筆者は勤務先である獨協大学から 1 年間の長期学外研修の機会を与えられた。
過去 2 回の調査は，それぞれ当該年の 6 月 1 日を起点として，新着の貿易取引
案件が 1,000 件分に達するまでの期間に調査対象を限定した，比較的規模の小
さなものであった。そこで，今般の学外研修を好機として調査規模を一気に拡
大し，2015 年の暦年 1 年間に TTPP に新着案件として登録された全貿易取引
いわゆるコンテナ・トレード・タームズは計 9％（FCA4％，CPT2％，CIP3％）で
あったという。
 5）TTPP の詳細については，JETRO のサイト http//www.jetro.go.jp/ttppj/ を参照さ
れたい。
 6）2009 年調査と 2010 年調査の結果について，それぞれ以下の①と②の論文で報告し
た。
	 ①	杉山晴信（2010）；引き合い案件データベースで使用される貿易条件の実態調査
―“Trade	Tie-up	Promotion	Program”（TTPP）の案件分析を通じて―，獨
協大学英語研究第 66 号，pp.	1-26
	 ②	杉山晴信（2011）；対日売買案件および日本発売買案件における貿易条件の使用
状況―“TTPP”登録案件で使用される海上条件とコンテナ取引条件を中心
に―，獨協大学英語研究第 68 号，	pp.	1-32
	 なお，2009 年調査の論文①では構成比の数値を小数点 2 位まで示したが，本稿にお
いては小数点 1 位に丸めて引用する。
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案件を対象として，新たに貿易条件の使用状況の調査を実施した。本稿では，
2009 年調査と 2010 年調査の結果も随時引用しながら，今回の調査結果を
FOB，CFR，CIF 条件への集中度を中心に報告するとともに，そのような集
中度がはたして物流環境を適切に反映したものであるかどうかを考察する。
　なお，本稿での報告内容は，あくまでも筆者が TTPP の公開情報のみに依
拠して行った調査の結果に基づいている。すなわち，個々の案件の登録者（個
人または法人）は特定しておらず，案件の登録者への直接取材等は行っていな
いことを付言しておく。
2．調査概要
2.1．調査の期間・対象
　2015 年の暦年 1 年間に TTPP に新着案件（todayʼs	proposals）の登録が行
われた平日の日数は，初日の 1 月 5 日（月）から最終日の 12 月 28 日（月）ま
での間に計 242 日あった。この期間に登録された新着案件のうち，①ビジネス
タイプが「商品・部品の輸出入」（Export	&	Import	of	Products/Parts）の案
件であり，②交流希望形態（offer	type）が「商品・部品を売りたい」（offer	
to	sell	products/parts）または「商品・部品を買いたい」（offer	to	buy	prod-
ucts/parts）のいずれかの案件を調査対象とした7）。本稿では以下，上記②に
ついて前者を売り案件（selling	offer），後者を買い案件（buying	offer）とよ
び，両者を総称する際には貿易取引案件あるいは売買案件（selling/buying	of-
fers）とよぶことにする。本稿の調査対象となった売り案件は 1,975 件，買い
案件は 455 件，両者を合計した売買案件は 2,430 件であった。
　上記のように，2015 年に TTPP に新着案件が登録された日数は 242 日で
あったから，平均すると 1 日あたり約 10 件（2,430 件÷242 日）の貿易取引案
件が新規に登録されたことになる。売り案件と買い案件の件数の比率は概ね 4
 7）TTPP に登録または閲覧される案件は，商品・部品の輸出入の他に，技術交流（tech-
nology	transfer），業務提携（business	tie-ups）など 6 つのビジネスタイプと「共
同研究パートナーを探したい」（offer	to	look	for	a	partner	for	joint	R	&	D），「販売
業務の委託先を探したい」（offer	to	 look	for	sales	agent/representative）など 17
個の交流希望形態に分類されているが，本稿でいう貿易取引案件が圧倒的に多く，
全体の 80％近くを占めている。
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対 1 であるが，この比率は 2009 年調査および 2010 年調査でもほぼ一定であっ
た。つまり，TTPP に登録される貿易取引案件は圧倒的に売り案件が多く，買
い案件の約 4 倍の件数になる。
　ところで，2009 年調査と 2010 年調査では，原則として，案件の登録国／地
域と相手の交流希望地（target	country/area）が異なっている売買案件であ
ること，すなわち，明らかに国際売買取引の引き合い案件であることを調査対
象の条件にした。しかし，2011 年 1 月 1 日に発効した現行（最新版）の Inco-
termsⓇ2010 では，その副題が ICC	Rules	 for	the	Use	of	Domestic	and	Inter-
national	Trade	Terms（下線筆者）と改められたように，インコタームズの各
貿易条件は国内取引での使用も踏まえられている8）。そのような事情を考慮し，
今回の調査では登録国／地域と交流希望地が同一の売買案件も調査対象に含め
た。該当する案件の大部分は登録国／地域と交流希望地がいずれも日本の場合
であり，本稿ではこれを便宜的に国内売買案件とよぶことにする。
2.2．案件の登録事項の記録
　日々 TTPP を閲覧し，新着の貿易取引案件の各々について，表計算ソフト
EXCEL に下記の登録事項を入力し，合計 2,430 件に及ぶ貿易取引案件（売り
案件 1,975 件，買い案件 455 件）のデータベースを作成した。
①登録年月日
② JETRO	が付与した 7 桁の案件番号
③案件の登録国／地域（country/area）
④売り案件／買い案件の別
⑤案件のタイトル・内容（features	and	characteristics）
⑥商品の生産国（country	of	production）
⑦ JETRO	が付与した 4 桁の案件分類（proposal	category）コード9）
 8）IncotermsⓇ2010 の「まえがき」（Introduction）には，この背景として，EU 圏等の
自由貿易圏の広がりによって，国境における手続きがより重要でないものになって
いることが述べられている。
 9）たとえば，0001（肉類・同調製品），0002（魚介類・同調製品），0005（穀物・穀粉）
のように，JETRO は 4 桁のコードで案件分類を行っている。案件分類は，Harmo-
nized	Commodity	Description	and	Coding（商品の名称及び分類についての統一シ
ステム）と日本標準産業分類に基づいて編集されたものであるが，前者は 1988 年
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⑧相手の交流希望地（target	country/area）
⑨参考価格（price	reference）
⑩決済条件（payment	terms）
⑪最小受発注量（minimum	order	quantity;	以下 MOQ）
⑫最短納期（delivery	time）
⑬商品の積出港（port	of	loading）
⑭指定（選択）されている貿易条件（trade	terms）
　そのうえで，まず，全調査案件を対象にして，上記③，⑧，⑭の分布の状況
（件数と構成比）を考察し，案件の全体像を把握した。
　 な お， 現 行 の IncotermsⓇ2010 が 規 定 す る 貿 易 条 件 は 11 条 件（EXW，
FCA，CPT，CIP，DAP，DAT，DDP，FAS，FOB，CFR，CIF；下線の貿
易条件が在来船専用，以下同じ）であるが，現時点で，TTPP による貿易条
件の分類は旧版のインコタームズの 13 条件（EXW，FAS，FOB，FCA，
CFR，CIF，CPT，CIP，DAF，DES，DEQ，DDU，DDP）に依っている10）。
2009 年調査および 2010 年調査と同様に，本稿では，貿易条件による調査案件
の件数と構成比の集計（後述）に際し，貿易条件が指定（選択）されていない
売買案件を「指定なし」と表示し，調査案件の各々を，上記の 13 貿易条件に
に締結された条約であり，輸出入される商品を世界共通の番号（H.	S. コード）で管
理している。
10）Incoterms	2000 の 13 条件が IncotermsⓇ2010 で 11 条件に減少したのは，いわゆる
持込渡条件が 5 条件から 3 条件に集約されたためである。前者のうち，DDP（Deliv-
ered	Duty	Paid，関税込持込渡条件）を除く 4 条件，すなわち DAF（Delivered	At	
Frontier，国境持込渡条件），DES（Delivered	Ex	Ship，本船持込渡条件），DEQ
（Delivered	Ex	Quay，埠頭持込渡条件）および DDU（Delivered	Duty	Unpaid，仕
向地持込渡条件，関税抜き）が廃止され，新たに DAT（Delivered	At	Terminal，
ターミナル持込渡条件）と DAP（Delivered	At	Place，仕向地持込渡条件）の 2 条
件が導入された。両者の対応関係を下の表に示す。
Incoterms	2000 IncotermsⓇ2010
DEQ DAT
DAF
DAPDES
DDU
DDP
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「指定なし」を加えた 14 個のカテゴリーに分類した。さらに，「指定なし」の
売買案件を含めて算出した貿易条件の構成比を名目構成比，「指定なし」の売
買案件を除外して算出した貿易条件の構成比を実質構成比とそれぞれよぶこと
にする。
2.3．調査案件の集計
　次に，EXCEL のフィルタ機能を活用し，以下に述べる要領で，案件の登録
国／地域，相手の交流希望地，および MOQ による集計区分を設定し，上記の
14 カテゴリーに分類した案件の件数と構成比を，売り案件，買い案件，およ
び両者を合わせた売買案件の各々について集計した。
　案件の登録国／地域については，2009 年調査および 2010 年調査と同様に，
JETRO よる統計区分に準拠して，個々の案件の登録国／地域を「アジア（日
本を除く）」，「中東」，「ロシア・CIS」，「欧州」，「北米」，「中南米」，「大洋州」，
「アフリカ」および「日本」の 9 個のカテゴリーに再分類し，調査案件全体を
考察した。さらに，「日本」を登録国とする売買案件を日本発売買案件（sell-
ing/buying	offers	 from	Japan）とよぶことにして，貿易条件の集計区分の 1
つに設定した。
　相手の交流希望地については，JETRO 本来の統計区分は「全世界」，「全世
界（日本を除く）」11），「アジア（日本を除く）」，「中東」，「ロシア・CIS」，「欧
州」，「北米」，「中南米」，「大洋州」，「アフリカ」および「日本」の 11 個のカ
テゴリーであり，2009 年調査および 2010 年調査ではこれに従った。しかしな
がら，複数の交流希望地を同時に指定する案件が少なからずあるため，11 個
のカテゴリーのまま分類すると，そのような案件が重複して計上されてしま
い，合計が実際の案件の件数を上回ってしまうという不都合が生じた。また，
上記の「中東」から「アフリカ」までの 7 つの地域を交流希望地に指定する案
件は以前から非常に少ない12）。そこで，本稿では，相手の交流希望地を以下の
ような 6 個のカテゴリーによる分類法に改めて，調査案件全体を考察した。
①「全世界」
11）相手の交流希望地を「全世界（日本を除く）」に指定した売買案件は，案件のタイ
トルに「海外限定」と表示されていることが多い。
12）ちなみに，2009 年調査では，これらの 7 つの地域を相手の交流希望地に指定した売
買案件は調査案件全体の 5％強にすぎなかった。
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②「全世界（日本を除く）」
③「日本単独」
④「日本を含む複数国／地域」
⑤「アジア単独（日本を除く），およびアジア（日本を除く）を含む複数国／
地域」
⑥「その他」
　そのうえで，上記の③と④に該当する売買案件を対日売買案件（selling/
buying	offers	to	Japan）とよぶことにして，貿易条件の集計区分の 1 つに設
定した。また，前述したように（2.1. 参照），日本を登録国とし，かつ，相手
の交流希望地が③または④のいずれかに該当する売買案件，換言すれば，日本
発売買案件と対日売買案件を同時に兼ねる案件を便宜的に国内売買案件（do-
mestic	selling/buying	offers）とよび，これも同様に扱った。
　ところで，前述した貿易条件の誤用ないし不適切使用の問題に鑑み，筆者は
コンテナ船での輸送を前提とした売買案件における貿易条件の使用状況にもっ
とも関心を向けている。しかし，残念ながら，TTPP の登録画面には直接に
運送手段（mode	of	transportation）を指定または選択できる欄がないため，
確実にコンテナ輸送を想定した売買案件であることを識別するには，下の表 1
に例示するように，MOQ 欄にコンテナ数量単位が表示されていることを確認
するしかない。本稿では，これをコンテナ数量売買案件（container-based	
selling/buying	offers）とよび，貿易条件の集計区分として扱った。
　無論，今日の大規模なコンテナリゼーションの状況からみれば，MOQ がコ
ンテナ数量単位以外の単位（個数，重量，容積等）で表示されている案件で
あっても，事実上，コンテナ船による運送の対象案件が少なからず含まれてい
ると考えられる13）。しかも，海上コンテナの規格は国際標準化機構（ISO）に
よって標準化されているから，MOQ に指定される重量や容積の数値をみれば，
当該案件が運送手段としてコンテナ船が選択される（べき）案件であるかどう
かは容易に推定できる。だが，在来船（不定期船）を使用した用船運送（char-
ter	party）の可能性も完全には除外できない。そこで，憶測を排して調査の
13）調査案件全体からみれば極めて少数ではあるが，MOQ 欄に ULD（unit	 load	devic-
es）と表示されている案件や，積出港の欄に特定の空港名が指定されている案件な
ど，航空輸送を想定している売買案件もある。また，これも少数であるが，MOQ
欄に金額を表示し，受発注条件を金額で指定する案件もある。
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客観性を担保すべく，大量のデータの損失を覚悟の上で，あくまでも MOQ が
コンテナ数量単位で指定されている売買案件のみをコンテナ数量売買案件とし
て扱った次第である。
　本稿では次項以下，調査案件の全体像を若干俯瞰した後，上述した集計区分
ごとに貿易条件の使用状況を分析し，随時 2009 年調査と 2010 年調査の結果と
も比較しながら，在来船専用の貿易条件である FOB，CFR，CIF 条件の構成
比を中心に考察する。
表 1．TTPP の最小受発注欄におけるコンテナ数量単位の表示例
案件の内容 最小受発注欄の表示
トウモロコシでん粉	（Maize	Starch） 20 ft.	container
リードロープ，シンキングロープ
（Lead	Rope,	Sinking	Rope）
20/40	Feet	Container
中古病院／介護用ベッド
	（Used	Hospital	medical	&	nursing	care	bed）
20 ft/40 ft	container	
（70-80	beds	fit）
冷凍ピザ	（Frozen	Pizza） 20/40 FT	reefer	container
冷凍豚肉，牛肉，鶏肉
（FROZEN	PORK/BEEF/CHICKEN）
1	FCL	
（FULL	LOAD	CONTAINER）
エンジンオイル（自動車，オートバイ用）
（Lubricant	for	Automotive	and	Motorcycle）
1 × 20 Fcl
ビスケット，ウエハース，クラッカー他
（Biscuits,	Wafers,	Crackers,	etc.）
40 ft	HQ	container
おが炭	（Sawdust	Briquette	Charcoal） 1 × 40ʼHC	（28	tons）
子供用衣料の在庫処分品	
（Stock	clearance	for	KIDS	items）
20 GP	or	40 HQ14）
3．調査案件の全体像
3.1．案件の登録国／地域
　案件の登録国／地域を集計したところ，表 2 に示す結果を得た。日本を登
14）GP は general	purpose の略記で，ここでは汎用のドライコンテナと同義である。ま
た，HQ と HC はともに high	cube の略記で，高さ 9 フィート 6 インチ	（2.896 m）	
のハイキューブコンテナ（背高コンテナ）を指す。
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録国とする売買案件（日本発売買案件）は全調査案件 2,430 件中 1,157 件
（47.6％）あり，内訳は売り案件が 1,975 件中 913 件（46.2％），買い案件が 455
件中 244 件（53.6％）であった。ちなみに，2009 年調査と 2010 年調査では，
調査案件全体に占める日本発売買案件の構成比はそれぞれ 34.4％と 36.5％で
あったので，今回の調査で 10 ポイント以上の増加がみられた。
　以前から TTPP の売買案件の登録国／地域には偏りが大きく，大半が日本
および他のアジア各国から登録されたものであることは過去 2 回の調査でも指
摘したが，今回の調査ではいっそうその傾向が強まったといえる。すなわち，
日本とアジア（日本を除く）を登録国／地域とする案件の構成比は，2009 年
調査では売り案件 85.6％，買い案件 83.0％，売買案件全体で 85.1％，2010 年
調査では売り案件 85.4％，買い案件 82.9％，売買案件全体で 84.9％であったの
に対して，今回の調査（2015 年）では売り案件 87.8％，買い案件 94.5％，売
買案件全体で 89.1％であった。買い案件の構成比の増加が特に著しいといえ
る。
　なお，本稿では個別の国／地域の集計結果は割愛するが，日本以外で案件の
登録が多い国／地域を具体的に挙げると，売り案件では中国が圧倒的に多く，
韓国，ベトナム，インド，台湾がそれに続く。買い案件では韓国が首位にあ
り，次いで中国とベトナムが多い。
表 2．売買案件の登録国／地域
登録国／地域
売り案件 買い案件 売買案件合計
件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 件数 構成比（％）
アジア（日本を除く）  	822  41.6 186  40.9 1,008  41.5
中　東 　	33 　1.7 　3 　0.7 　	36 　1.5
ロシア・CIS 　	28 　1.4 　3 　0.7 　	31 　1.3
欧　州 　	74 　3.7 　9 　2.0 　	83 　3.4
北　米 　	27 　1.4 　1 　0.2 　	28 　1.2
中南米 　	38 　1.9 　2 　0.4 　	40 　1.6
大洋州 　	14 　0.7 　3 　0.7 　	17 　0.7
アフリカ 　	26 　1.3 　4 　0.9 　	30 　1.2
日　本  	913  46.2 244  53.6 1,157  47.6
計 1,975 100.0 455 100.0 2,430 100.0
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3.2．相手の交流希望地
　相手の交流希望地を既述の分類法（2.3. 参照）にしたがって集計したところ，
表 3 に示す結果を得た。交流希望地を③と④に指定した売買案件を対日売買
案件と定義したので，全調査案件 2,430 件中 932 件（38.4％）が対日売買案件
に該当する。その内訳は対日売り案件が 1,975 件中 626 件（31.7％），対日買い
案件が 455 件中 306 件（67.2％）であり，構成比ベースで後者が前者の 2 倍を
超える。過去 2 回の調査は調査期間，調査案件数，および交流希望地の分類法
が異なるが，日本を交流希望地に指定した売買案件（同時に他の交流希望地が
指定されている案件も含む）の構成比は 2009 年調査では 23.8％，2010 年調査
では 18.6％であったので，今回の調査で対日売買案件の構成比が著しく増加し
た。
　一方，交流希望地を①と②に指定した売買案件は，事実上，全世界に取引相
手（売主または買主）を求める貿易取引案件であり，全調査案件 2,430 件中
1,405 件（57.8％）がこれに該当する。その内訳は売り案件が 1,975 件中 1,289
件（65.3％），買い案件が 455 件中 116 件（25.5％）であり，構成比でみると売
り案件が買い案件の約 2.5 倍にあたる。
　以上の構成比の数値から，今回の調査でも過去 2 回の調査と同じく，TTPP
に登録される売り案件は全世界を交流希望地に，買い案件は特定の国／地域
（大半は日本）を交流希望地にそれぞれ指定する傾向が強いという結果が得ら
れた。筆者は以前より，その要因を，売り案件は当該登録国／地域の地場産品
（local	products）の購入者（買主）を広く全世界に求め，買い案件は交流希望
地に指定した特定の国／地域に地場産品の調達先（売主）を求める傾向が強い
ためであろうと推測してきたが，現在も同様に考えている15）。
15）筆者は，TTPP の日々の新着案件を閲覧した際，案件の内容を案件分類（4 桁の
コード）とともに洩れなく記録しているが，案件の内容は実に多岐にわたるため，
登録国／地域や交流希望地とのクロス集計を現時点では行っていない。しかし，多
年にわたる記録を通じて，この傾向があることは確信している。なお，TTPP のサ
イトには，最新 30 日以内に登録・更新された売り案件と買い案件について，13 分
野に大別した案件分野と登録国／地域をクロス集計したデータが常時公開されてい
る。売り案件の対象商品は「雑製品」，「農林漁業・食料品」，「化学品」，「木材・住
宅・家具」などの分野に属するものが多く，買い案件では「化学品」，「一般機械」，
「電気・電子機器」などの分野の商品が多い。無論，登録国／地域はアジア（日本
を除く）と日本で大半を占めている。
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表 3．売買案件の相手の交流希望地
交流希望地
売り案件 買い案件 売買案件合計
件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 件数 構成比（％）
①全世界 1,082 54.8 105 23.1 1,187 48.8
②全世界（日本を除く） 207 10.5 11 2.4 218 9.0
③日本単独 542 27.4 289 63.5 831 34.2
④日本を含む複数国／地域 84 4.3 17 3.7 101 4.2
⑤	アジア単独（日本を除く），
およびアジア	（日本を除く）	
を含む複数国／地域
48 2.4 28 6.2 76 3.1
⑥その他 12 0.6 5 1.1 17 0.7
計 1,975 100.0 455 100.0 2,430 100.0
3.3．国内売買案件とコンテナ数量売買案件
　既述のように，本稿では，日本発売買案件と対日売買案件を兼ねる案件を便
宜的に国内売買案件とよび，コンテナ数量売買案件とともに貿易条件の集計区
分として扱うことにした。
　まず，国内売買案件の件数と構成比は，全調査案件 2,430 件の約 6 分の 1 に
あたる 400 件（16.5％），内訳は国内売り案件が 1,975 件中 239 件（12.1％），
国内買い案件が 455 件中 161 件（35.4％）であった。この 400 件の国内売買案
件は，1,157 件の日本発売買案件と 932 件の対日売買案件に対して，それぞれ
34.6％と 42.9％に相当する。
　ところで，国内売買案件については，日本の登録者が仲介者（middleman）
の立場に立っているケースが散見された。具体的には，売り案件の登録者が海
外に所在する製造業者や供給者の日本市場における販売代理店（selling	
agent）である場合や，買い案件の登録者が日本市場での買付けを海外から依
頼された買付代理店（buying	agent）である場合が多い。さらに，売り案件に
おける積地港（port	of	 loading）と買い案件における仕向港（port	of	destina-
tion）がともに海外にあり，商品（貨物）の輸送が日本の登録者を経由せず，
売り案件では海外の製造業者や供給者から取引相手への，買い案件では取引相
手から海外の買付依頼者への，それぞれ直接的な国際輸送を想定している案件
も少なくなかった。このような事情を考慮すると，過去 2 回の調査においても
国内売買案件を調査対象に加えるべきであったと改めて反省する次第である。
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　一方，MOQ 欄にコンテナ数量単位が表示されているコンテナ数量売買案件
（表 1 参照）については，全調査案件 2,430 件中の 664 件（27.3％）がこれに該
当し，その内訳はコンテナ数量売り案件が 1,975 件中 516 件（26.1％），コンテ
ナ数量買い案件が 455 件中 148 件（32.5％）であった。繰り返すが，今日のコ
ンテナリゼーションの状況に鑑みれば，現実には，より多くの売買案件がコン
テナ輸送（コンテナ船での海上輸送および複合輸送）の対象と考えられる。し
かしながら，あくまでも調査の客観性を担保するために，本稿では，MOQ 欄
にコンテナ数量単位が表示されている当該 664 件の売買案件のみをコンテナ数
量売買案件として取扱うことにした。
3.4．貿易条件が指定されていない売買案件の件数と構成比
　貿易条件が指定（選択）されていない売買案件は，全調査案件 2,430 件のう
ちの 745 件（30.7％）であった16）。内訳は売り案件が 1,975 件中 510 件（28.5％），
買い案件が 455 件中 235 件（51.6％）であり，既述のように，各々を「指定な
し」に分類した。ちなみに，「指定なし」の売買案件の構成比は，2009 年調査
では 28.5％（売り案件 25.4％，買い案件 41.2％），2010 年調査では 31.1％（売
り案件 28.6％，買い案件 42.2％）であった。売買案件合計でみると，「指定な
し」の案件の構成比は 30％前後で推移し，大きな変化はない。しかし，買い
案件では大きく増加し，過去 2 回の調査では 40％強であったが，今回の調査
では 50％を超えた。既に 2.2. で述べたように，貿易条件の構成比について，
「指定なし」の売買案件を含めた 2,430 件を総数とする名目構成比と，「指定な
し」の売買案件を除外した 1,685 件を総数とする実質構成比の双方を算出した。
本稿では，以下，特に必要がある場合を除き，もっぱら実質構成比をベースに
して貿易条件の使用状況を考察する。
16）以前の調査の際にも指摘したが，	貿易条件が指定されていない売買案件では，決済
条件や最小受発注量等の欄に「応相談」（Negotiable），「お問合せください」（Please	
contact	us.）などと表示されているケースが多い。具体的な取引相手（候補）が見
つかった際に，貿易条件も含めて取引条件の詳細を相
あい
対
たい
で決定しようとする意思が
推測できる。
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4．各集計区分における貿易条件の使用状況
4.1．調査案件全体における貿易条件の使用状況
　表 4 は，今回の調査案件全体における貿易条件の使用状況を，それぞれ売
り案件（1,975 件），買い案件（455 件），全調査案件（売買案件合計，2,430 件）
ごとに集計した結果である。まず，個別の貿易条件を全調査案件（件数，実質
構成比の順）でみると，FOB（880 件，52.2％）を首位に，以下 CIF（300 件，
17.8％），EXW（208 件，12.3％），CFR（206 件，12.2％）が続き，これら 4
条件の実質構成比の累計は 94.5％を占める。他の 9 条件については，FCA（39
件，2.3％）を除いて実質構成比は 1％に満たず，特に DAF と DES を選択し
た案件は皆無であった17）。
　ところで，FOB の実質構成比は売り案件，買い案件いずれにおいても首位
ではあるが，前者の 54.1％に対して，後者では 39.5％と大きく減少し，その反
面，CIF は 16.2％から 28.6％に，CFR は 11.7％から 15.9％にそれぞれ増加し
ている。すでに筆者は，FOB の構成比が買い案件で相対的に減少し，逆に
CFR および CIF の構成比が買い案件で相対的に増加する傾向があることを
2009 年調査と 2010 年調査において指摘した18）。上の 3.2. で述べたように，今
回の調査では売り案件の 65.3％が事実上，全世界を交流希望地に指定していた
のに対し，買い案件の 67.2％は日本単独もしくは日本を含む複数の国／地域を
交流希望地に指定していた。すなわち，売り案件の多くは仕向地（destination）
が特定されておらず，買い案件の多くは積出地（＝相手の交流希望地）が特定
ないし限定されている。当然のことながら，売り案件で海外の仕向地が未定で
17）	 DAF については，引渡し場所が国境の指定地点および場所（named	point	and	
place	at	the	 frontier）とされているので，地理的条件から日本で使用することはな
い。
18）2009 年調査と 2010 年調査における FOB，CFR，CIF の実質構成比を下の表に示す。
2009 年調査 2010 年調査
売り案件 買い案件 売買案件全体 売り案件 買い案件 売買案件全体
FOB 60.1％ 35.1％ 56.1％ 59.1％ 39.8％ 56.2％
CFR 11.7％ 23.7％ 13.6％ 11.0％ 25.0％ 13.1％
CIF  9.7％ 33.3％ 13.4％ 12.6％ 23.1％ 14.2％
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あれば，価格の構成要素に国際輸送に関わる運賃や保険料が含まれず，積地
（輸出国サイド）で発生する費用のみで建値（quotation）が完結し，かつ，売
主の義務も積地で完了する FOB は汎用性が高く，売り案件を提示しやすい。
これに対して，積出地が特定または限定された買い案件では，仕向地（＝案件
の登録国／地域）との輸送距離，運送手段，航路などが概ね判明しているた
め，価格の構成要素に運賃を含む CFR や，さらに保険料を含む CIF で案件を
提示することが可能となる。このような要因によって，買い案件における
FOB の相対的減少および CFR ／ CIF の相対的増加という傾向が生じると筆
者は推測してきたが，今回の調査でも過去 2 回の調査と同様の傾向が認められ
たことを改めて指摘しておきたい。
　さらに言えば，EXW（Ex	Works，工場渡条件）の件数と実質構成比が売り
案件において 3 位（186 件，12.7％），買い案件において 4 位（22 件，10.0％）
と，いずれも 10％に達しており，使用頻度が比較的高いことにも注目すべき
である。EXW は，引渡しの場所が売主の施設（工場，倉庫等）にあり，イン
コタームズが規定する貿易条件の中で，価格の構成要素と売主の義務が最小で
ある。したがって，国内，海外を問わず仕向地が特定されていない場合は，
EXW は価格構成が単純で汎用性が高く，もっとも売り案件を提示しやすい貿
易条件であると考えられる。他方，買主にとっては，売主の施設での引渡し以
降，全区間にわたる費用と危険を負担することになるので，EXW は費用負担
と義務が最大となる貿易条件である19）。にもかかわらず，買い案件における
EXW の実質構成比は，2009 年調査で 4.4％，2010 年調査で 8.3％，そして今
回の調査で 10.0％と，顕著な増加傾向を示している。この背景には，いわゆる
ロジスティクス（logistics）の考え方が年々進展しており，買主が自らの全体
管理によって物流の効率化をはかろうとする動機が働いているのではないかと
筆者は推測している。
4.2．日本発売買案件における貿易条件の使用状況
　表 5 は，日本発売買案件 1,157 件（売り案件 913 件，買い案件 244 件）を集
19）EXW は輸出通関も買主の義務とされる唯一の貿易条件である。したがって，買主
が直接または間接に輸出通関手続きを行えない場合は，EXW を使用（選択）すべ
きではない。なお，EXW とは対極的に，輸入通関と関税の納付が売主の義務とさ
れる唯一の貿易条件が DDP である。
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計区分として，貿易条件の使用状況を集計した結果である。実質構成比の大き
い貿易条件を売買案件合計でみると，FOB（380 件，50.9％），CIF（127 件，
17.0％），EXW（101 件，13.5％），CFR（84 件，11.2％）の順に並び，これら
4 条件の実質構成比の累計は 92.6％を占める。既述の調査案計全体を集計区分
とした場合（4.1. 参照）と比較すると，当該 4 条件の順位は同じだが，実施構
成比の数値は EXW を除いてやや減少している。他の 9 条件については，
FCA（23 件，3.1％）と DDP（13 件，1.7％）を除いて実質構成比は 1％に満
たず（DAF と DES は皆無），非常に僅少である。また，買い案件における
FOB の相対的減少および CFR ／ CIF の相対的増加という傾向はここでもみ
られる。すなわち，FOB の実質構成比は，日本発売り案件の 52.4％に対して，
日本発買い案件では 41.2％と 11 ポイント以上も減少した反面，CIF は 16.4％
から 20.6％に CFR は 9.9％から 19.6％にそれぞれ増加している。特に，CFR
表 4．調査案件全体における貿易条件の使用状況
貿易条件
売り案件 買い案件 全調査案件（売買案件合計）
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
EXW 186 9.4 12.7 22 4.8 10.0 208 8.6 12.3
FAS 9 0.5  0.6 1 0.2  0.5 10 0.4  0.6
FOB 793 40.2 54.1 87 19.1 39.5 880 36.2 52.2
FCA 35 1.8  2.4 4 0.9  1.8 39 1.6  2.3
CFR 171 8.7 11.7 35 7.7 15.9 206 8.5 12.2
CIF 237 12.0 16.2 63 13.8 28.6 300 12.3 17.8
CPT 7 0.4  0.5 0 0.0  0.0 7 0.3  0.4
CIP 4 0.2  0.3 2 0.4  0.9 6 0.2  0.4
DAF 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DES 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DEQ 1 0.1  0.1 1 0.2  0.5 2 0.1  0.1
DDU 10 0.5  0.7 2 0.4  0.9 12 0.5  0.7
DDP 12 0.6  0.8 3 0.7  1.4 15 0.6  0.9
小計 1,465 74.2 計/100.0 220 48.4 計/100.0 1,685 69.3 計/100.0
指定なし 510 25.8 235 51.6 745 30.7
計 1,975 100.0 455 100.0 2,430 100.0
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の実質構成比の増加幅は 10 ポイントに近く，FOB の減少幅にほぼ見合ってい
る。さらに，日本発売買案件においても EXW の実質構成比は売り案件，買い
案件の双方で比較的大きく（売り案件 13.8％，買い案件 11.8％），数値は調査
案件全体における実質構成比（売り案件 12.7％，買い案件 10.0％）よりもやや
増加している。
　以上のように，日本発売買案件における個別の貿易条件の使用状況は，若干
の数値の違いはあるにせよ，概ね調査案件全体の場合と相似している。既述し
たように，①仕向地が未定の売り案件では EXW と FOB に汎用性のメリット
があること，②積出地が特定または限定された買い案件は建値に運賃や保険料
を含む CFR/CIF で提示することができること，③ロジスティクスの観点から
買い案件において EXW を選択する動機がありうること等の要因が考えられよ
う。
表 5．日本発売買案件における貿易条件の使用状況
貿易条件
日本発売り案件 日本発買い案件 日本発売買案件合計
件数
名目構成比
（％）
実質構成比
（%）
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
EXW 89 9.7 13.8 12 4.9 11.8 101 8.7 13.5
FAS 5 0.5  0.8 0 0.0  0.0 5 0.4  0.7
FOB 338 37.0 52.4 42 17.2 41.2 380 32.8 50.9
FCA 19 2.1  2.9 4 1.6  3.9 23 2.0  3.1
CFR 64 7.0  9.9 20 8.2 19.6 84 7.3 11.2
CIF 106 11.6 16.4 21 8.6 20.6 127 11.0 17.0
CPT 5 0.5  0.8 0 0.0  0.0 5 0.4  0.7
CIP 2 0.2  0.3 1 0.4  1.0 3 0.3  0.4
DAF 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DES 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DEQ 0 0.0  0.0 1 0.4  1.0 1 0.1  0.1
DDU 5 0.5  0.8 0 0.0  0.0 5 0.4  0.7
DDP 12 1.3  1.9 1 0.4  1.0 13 1.1  1.7
小計 645 70.6 計/100.0 102 41.8 計/100.0 747 64.6 計/100.0
指定なし 268 29.4 142 58.2 410 35.4
計 913 100.0 244 100.0 1,157 100.0
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4.3．対日売買案件における貿易条件の使用状況
　表 6 は，対日売買案件 932 件（売り案件 626 件，買い案件 306 件）を集計
区分として，貿易条件の使用状況を集計した結果である。実質構成比の大きい
貿易条件を売買案件合計でみると，FOB（277 件，46.9％），CIF（120 件，
20.3％）CFR（80 件，13.5％），EXW（68 件，11.5％）の順に並び，これら 4
条件の実質構成比の累計は 92.2％を占める。他の貿易条件については，FCA
（14 件，2.4％），DDP（11 件，1.9％）および DDU（10 件，1.7％）の 3 条件は
10 件以上の売買案件で使用（選択）されたが，残りの 6 条件を使用した売買
案件は 4 件以下または皆無であった。なお，10 件の DDP と 4 件の DDU は，
後述のように，国内売り案件で使用されていた。
　既述の調査案件全体および日本発売買案件を集計区分とした場合と比較する
と，対日売り案件および対日売買案件合計で EXW（3 位→ 4 位）と CFR（4
位→ 3 位）の実質構成比の順位が入れ替わり，前者は相対的に減少した。ま
た，FOB の実質構成比は，確かに対日売り案件（47.3％）が対日買い案件
（45.6％）よりも大きいが，後者の減少幅は僅か 1.7 ポイントにすぎず，ほぼ伯
仲している。さらに，CFR と CIF の実質構成比は対日売り案件と対日買い案
件で逆方向に増減している。すなわち，CIF は対日買い案件で対日売り案件よ
りも 10 ポイント近く増加したが（17.9％→ 27.5％），CFR はむしろ減少に転じ
た（14.0％→ 12.1％）。これを要するに，対日売買案件を集計区分にした場合，
すでに調査案件全体および日本発売買案件において指摘した，買い案件におけ
る FOB の相対的減少および CFR ／ CIF の相対的増加という傾向の一端が崩
れることがわかった。
4.4．国内売買案件における貿易条件の使用状況
　表 7 は，国内売買案件 400 件（売り案件 239 件，買い案件 161 件）を集計
区分として，貿易条件の使用状況を集計した結果である。繰り返しになるが，
本稿でいう国内売買案件とは，日本を登録国とし，かつ，相手の交流希望地を
日本単独もしくは日本を含む複数国／地域に指定した売買案件をいい，換言す
れば，日本発売買案件と対日売買案件を同時に兼ねる売買案件をさす。既述の
ように（3.3. 参照），登録者が仲介者である案件は国際輸送を想定している場
合が多いため，当該案件が成約しても純粋な日本国内での売買取引に該当する
とはかぎらない。また，国内売買案件では，貿易条件が指定されていない案件
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が半数近くもあり（196 件，49.0％），特に国内買い案件では 60％を超えてい
る。そのため，他の集計区分と比較して，名目構成比と実質構成比の乖離が著
しく大きい。もともと国内売買案件は件数自体も多くなく，構成比に占める 1
件あたりの案件のウェイトが他の集計区分よりも高めに評価されるきらいがあ
るので，データは努めて抑制的に解釈される必要があるが，これらの点を念頭
に置いて表 7 に示す結果を考察する。
　まず，実質構成比の大きい貿易条件を売買案件合計でみると，FOB（84 件，
41.2％）を筆頭に CIF（41 件，20.1％），EXW（30 件，14.7％），CFR（27 件，
13.2％）が続き，これら 4 条件の実質構成比の累計は 89.2％を占める。他の 9
条件についてみると，DDP は 10 件（4.9％）の案件（すべて国内売り案件）
で使用されているが，FAS，DAF，DES の 3 条件は皆無，残りの 5 条件を使
用した案件は 1 ～4 件（0.5 ～2.0％）のみであった。次に，FOB の実質構成比
表 6．対日発売買案件における貿易条件の使用状況
貿易条件
対日売り案件 対日買い案件 対日売買案件合計
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
EXW 53 8.5 12.0 15 4.9 10.1 68 7.3 11.5
FAS 1 0.2  0.2 1 0.3  0.7 2 0.2  0.3
FOB 209 33.4 47.3 68 22.2 45.6 277 29.9 46.9
FCA 12 1.9  2.7 2 0.7  1.3 14 1.5  2.4
CFR 62 9.9 14.0 18 5.9 12.1 80 8.6 13.5
CIF 79 12.6 17.9 41 13.4 27.5 120 13.0 20.3
CPT 4 0.6  0.9 0 0.0  0.0 4 0.4  0.7
CIP 3 0.5  0.7 0 0.0  0.0 3 0.3  0.5
DAF 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DES 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DEQ 1 0.2  0.2 1 0.3  0.7 2 0.2  0.3
DDU 8 1.3  1.8 2 0.7  1.3 10 1.1  1.7
DDP 10 1.6  2.3 1 0.3  0.7 11 1.2  1.9
小計 442 70.6 計/100.0 149 48.7 計/100.0 591 63.8 計/100.0
指定なし 184 29.4 157 51.3 341 36.8
計 626 100.0 306 100.0 932 100.6
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は，国内売り案件の 38.3％に対して国内買い案件では 47.6％と増加し，その反
対に，CIF は 21.3％から 17.5％に，CFR は 13.5％から 12.7％にそれぞれ減少
している。これを要するに，国内売買案件においては，調査案件全体および日
本発売買案件とは正反対の傾向，すなわち買い案件における FOB の相対的増
加および CFR ／ CIF の相対的減少という傾向がみられた。なお，奇しくも，
国内売り案件における CFR と EXW（各 19 件，13.5％），および国内買い案件
における CIF と EXW（各 11 件，17.5％）はそれぞれ件数が等しく，同順位
であった。
　ところで，買い案件での EXW の実質構成比が経時的に増加傾向を示してき
たことはすでに述べたが（4．1．参照），今回の調査の国内買い案件における
EXW の実質構成比（17.5％）は，これまでで最大の数値を示した。もともと
EXW での取引は欧米に多いといわれ，その理由は，欧米では調達物流費が商
表 7．国内発売買案件における貿易条件の使用状況
貿易条件
国内売り案件 国内買い案件 国内売買案件合計
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
EXW 19 7.9 13.5 11 6.8 17.5 30 7.5 14.7
FAS 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
FOB 54 22.6 38.3 30 18.6 47.6 84 21.0 41.2
FCA 1 0.4  0.7 2 1.2  3.2 3 0.8  1.5
CFR 19 7.9 13.5 8 5.0 12.7 27 6.8 13.2
CIF 30 12.6 21.3 11 6.8 17.5 41 10.3 20.1
CPT 2 0.8  1.4 0 0.0  0.0 2 0.5  1.0
CIP 2 0.8  1.4 0 0.0  0.0 2 0.5  1.0
DAF 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DES 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DEQ 0 0.0  0.0 1 0.6  1.6 1 0.3  0.5
DDU 4 1.7  2.8 0 0.0  0.0 4 1.0  2.0
DDP 10 4.2  7.1 0 0.0  0.0 10 2.5  4.9
小計 141 59.0 計/100.0 63 39.1 計/100.0 204 51.0 計/100.0
指定なし 98 41.0 98 60.9 196 49.0
計 239 100.0 161 100.0 400 100.0
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品価格とは別建てという契約が多く，EXW を使用することで買主が物流コス
トをコントロールできるからであるという20）。当該 11 件の国内買い案件はす
べて純粋に日本国内での売買取引に該当する案件であり，そのうちの 10 件は，
買主である登録者が，アジア諸国向け輸出対象商品を日本国内で調達しようと
する案件であった。すなわち，上記の欧米のケースと同様に，買主による物流
の全体管理という動機が働いている案件であることが推測される。
　一方，EXW とは対極的に，価格の構成要素と売主の義務が最大となる仕向
地持込渡条件（関税込み）の DDP が 10 件の国内売り案件で使用されている
ことは興味深い。関税抜きの DDU も 4 件あり，両者を合わせて 9.9％と，国
内売り案件でほぼ 10％の実質構成比となる。DDP が使用された 10 件の国内
売り案件は，その全件で日本の登録者が仲介者（海外のサプライヤーの販売代
理店等）の立場にあり，貨物（商品）の積出港として海外の主要港が指定され
ていた21）。すなわち，海外から日本への国際輸送を前提とした案件であり，お
そらく売主サイドによる物流の全体管理が動機と考えられる。なお，日本にお
いて輸入取引に DDP を使用すると，非居住者（海外の売主等）が日本の輸入
通関を行い，日本の買主に直接貨物を納品することになるが，その場合は税関
事務管理人を選任しなければならない（関税法 95 条 1 項）。
4.5．コンテナ数量売買案件における貿易条件の使用状況
　表 8 は，コンテナ数量売買案件 664 件（売り案件 516 件，買い案件 148 件）
を集計区分として，貿易条件の使用状況を集計した結果である。実質構成比の
大きい貿易条件を売買案件合計でみると，FOB（248 件，47.2％），CFR（116
件，22.1％），CIF（107 件，20.4％），EXW（38 件，7.2％）の順に並び，これ
らの 4 条件のみで，実質構成比の累計が 96.9％にまで達し，他の 9 条件の使用
実態はほとんどない。首位の FOB の実質構成比は，コンテナ数量売り案件の
48.3％に対して，コンテナ数量買い案件では 42.4％と，若干減少した。一方，
CFR は 21.2％から 26.1％に，CIF は 19.9％から 22.8％に，それぞれ若干増加
している。すなわち，コンテナ数量売買案件では，緩やかではあるが，買い案
20）木村徹（2012）；いますぐ現場で役立つ物流実務のノウハウ，秀和システム，p.	14，
p.	117
21）積出港として指定された港の多くは，上海，天津，深圳など中国の主要港であった。
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件における FOB の相対的減少および CFR ／ CIF の相対的増加という傾向が
観察できた。また，コンテナ数量売買案件における EXW の実質構成比は，今
回の調査のどの集計区分よりも低かった。
　すでに繰り返し述べてきたが，本稿でいうコンテナ数量売買案件とは，
MOQ 欄にコンテナ数量単位が表示され，コンテナ輸送の対象であることが明
確な案件である。上述のように，FOB，CFR，CIF および EXW の 4 条件の
みで実質構成比の累計がほぼ 100％に届いてしまうが，構成比の大きい前三者
は本来，在来船専用の貿易条件である。すなわち，コンテナ数量売買案件にお
いては，運送手段に適した貿易条件が使用されていない案件の件数が非常に多
いと推測されるが，後で改めて検討する。
表 8．コンテナ数量売買案件における貿易条件の使用状況
貿易条件
コンテナ数量売り案件 コンテナ数量買い案件 コンテナ数量売買案件合計
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
件数
名目構成比
（%）
実質構成比
（%）
EXW 33 6.4  7.6 5 3.4  5.4 38 5.7  7.2
FAS 4 0.8  0.9 1 0.7  1.1 5 0.8  1.0
FOB 209 40.5 48.3 39 26.4 42.4 248 37.3 47.2
FCA 3 0.6  0.7 1 0.7  1.1 4 0.6  0.8
CFR 92 17.8 21.2 24 16.2 26.1 116 17.5 22.1
CIF 86 16.7 19.9 21 14.2 22.8 107 16.1 20.4
CPT 2 0.4  0.5 0 0.0  0.0 2 0.3  0.4
CIP 1 0.2  0.2 1 0.7  1.1 2 0.3  0.4
DAF 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DES 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DEQ 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DDU 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0 0 0.0  0.0
DDP 3 0.6  0.7 0 0.0  0.0 3 0.5  0.6
小計 433 83.9 計/100.0 92 62.2 計/100.0 525 79.1 計/100.0
指定なし 83 16.1 56 37.8 139 20.9
計 516 100.0 148 100.0 664 100.0
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5．各集計区分における FOB，CFR，CIF 条件への集中度
5.1．調査案件全体における FOB，CFR，CIF 条件への集中度
　既述のように，貿易条件が指定（選択）されていない売買案件が調査案件全
体で 30％以上あるため，名目構成比と実質構成比の乖離は決して小さいとは
いえない。特に，買い案件での乖離が大きく，表 4 の FOB を例にとれば，実
質構成比の 39.5％に対して，名目構成比は 19.1％である。しかしながら，今回
の調査の目的に添うかぎり，在来船専用の貿易条件である FOB，CFR，CIF
条件の実質構成比の合計を当該 3 条件への集中度とみなしても格別支障はない
ので，以下，当該実質構成比の合計を集中度と定義し，順次考察していく。
　まず，表 4 から計算すると，調査案件全体における FOB，CFR，CIF 条件
への集中度は，売り案件で 82.0％（54.1％＋11.7％＋16.2％），買い案件で
84.0％（39.5％＋15.9％＋28.6％），両者を合わせた売買案件合計では 82.2％
（52.2％＋12.2％＋17.8％）である。このように，FOB，CFR，CIF 条件への集
中度が 80％台にまで及んでいるのに対して，コンテナ輸送を想定した FCA，
CPT，CIP 条件を使用（選択）した案件は非常に少なく，その実質構成比の合
計は，売り案件で 3.2％（2.4％＋0.5％＋0.3％），買い案件で 2.7％（1.8％＋0.0％
＋0.9％），売買案件合計で 3.1％（2.3％＋0.4％＋0.4％）にすぎない。
5.2．その他の集計区分における FOB，CFR，CIF 条件への集中度との比較
　次に，表 5 ～表 8 から，日本発売買案件以下の 4 つの集計区分における
FOB，CFR，CIF 条件への集中度と FCA，CPT，CIP 条件の実質構成比の合
計を同様に計算し，その結果を要約して表 9 に示した。これに基づき，4 つの
集計区分における数値をそれぞれ調査案件全体の数値と比較してみよう。
　まず，日本発売買案件の数値を調査案件全体における数値と突き合わせてみ
ると，FOB，CFR，CIF 条件への集中度は，売り案件，買い案件，売買案件
合計のいずれにおいても若干緩和（減少）し，その反対に，コンテナ輸送を想
定した 3 条件の実質構成比の合計がやや上昇して 4％台に及んでいる。
　次に，対日売買案件の数値を調査案件全体の数値と比較すると，FOB，
CFR，CIF 条件への集中度に大きな変化はないが，売り案件と売買案件合計
ではわずかに減少（緩和）し，買い案件ではわずかに増加している。それとは
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逆に，FCA，CPT，CIP 条件の実質構成比の合計は，売り案件と売買案件合
計ではわずかに増加し，買い案件では逆に減少して，FCA を使用した案件が
わずかに 2 件（1.3％）あるのみであった。
　国内売買案件における FOB，CFR，CIF 条件への集中度は，売り案件，買
い案件，売買案件合計のいずれにおいても調査案件全体の数値よりも低く，
70％台にまで緩和している。その要因は，既述のように，国内売買案件（特に
国内買い案件）においては，他の集計区分よりも EXW の実質構成比が大き
く，さらに国内売り案件では DDU と DDP の両条件も合わせて 10％近くを占
め，FOB，CFR，CIF 条件への集中度が相対的に押し下げられたためである。
他方，FCA，CPT，CIP 条件の実質構成比の合計には大きな変化はなく，い
ずれも 3％台である。
　最後に，コンテナ数量売買案件における FOB，CFR，CIF 条件への集中度
は，売り案件，買い案件，売買案件合計のいずれにおいても調査案件全体の数
値より高く，90％前後にまで達している。その一方で，本来ならば多くのコン
テナ数量売買案件において FOB，CFR，CIF 条件にとって代わるべき，
FCA，CPT，CIP 条件は使用実態がほとんどない。
　なお，いずれの集計区分においても，買い案件のほうが売り案件よりも
FOB，CFR，CIF 条件への集中度が高い。
5.3．過去 2 回の調査における FOB，CFR，CIF 条件への集中度との比較
　調査案件全体とコンテナ数量売買案件については，過去 2 回の調査の際の
データが現存するので，FOB，CFR，CIF 条件への集中度について，2009 年
調査，2010 年調査および今回の調査（2015 年調査）を比較した結果を，名目
構成比も併記して表 10 と表 11 に示そう。前二者と後者の間では調査期間と
案件数が大きく異なるため，必ずしも等価性のある比較とはいえないが，時系
列的な推移を観察することによって，当面の参考に供したい。
　まず，表 10 に掲げた調査案件全体における集中度は，最小でも 81.4％（2009
年調査での売り案件）と，80％を超えており，いずれの時期の調査において
も，売り案件，買い案件の双方に関して既述の所見を再度繰り返さざるをえな
い。しかし，数値の推移をみると，売り案件（81.4％→ 82.7％→ 82.0％）と売
買案件合計（83.1％→ 83.5％→ 82.2％）では集中度に大きな変化はみられない
が，買い案件（92.1％→ 87.9％→ 84.0％）では集中度に明らかに減少傾向が認
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められた。この傾向は，すでに述べた買い案件における EXW の増加傾向
（4.1. 参照）と連動している。すなわち，買い案件においては，EXW の増加
が，一定の範囲で FOB，CFR，CIF 条件への集中度を押し下げていると考え
られる。
　次に，表 11 でコンテナ数量売買案件における数値の推移を時系列的に観察
すると，3 回の調査の間で集中度の動きは若干増減しているが，数値自体は
90％前後という，非常に高いレベルで推移している。すなわち，明らかにコン
テナ数量売買案件は他の集計区分よりも一段と FOB，CFR，CIF 条件への集
中度が高い傾向がある。逆に言えば，もともとコンテナ輸送を想定した FCA，
CPT，CIP 条件や持込渡条件（いわゆる D 類型）の使用実態はきわめて乏し
い。この状況は，コンテナ数量売買案件において，貿易条件の不適切使用ない
し誤用がひときわ顕著であることを意味している。それについては次節にて改
めて詳細に検証する。
表 9．各集計区分における FOB， CFR， CIF 条件への集中度 （実質構成比の合計） の比較
集計区分 案件区分 案件数（A）
案件数
（B）
FOB，CFR，CIF
条件への集中度
　　　（％）
FCA，CPT，CIP
条件の実質構成比
の合計（％）
調査案件全体 売り 1,975 1,465 82.0 3.2
買い 455 220 84.0 2.7
売買合計 2,430 1,685 82.2 3.1
日本発売買案件 売り 913 645 78.7 4.0
買い 244 102 81.4 4.9
売買合計 1,157 747 79.1 4.2
対日売買案件 売り 626 442 79.2 4.3
買い 306 149 85.2 1.3
売買合計 932 591 80.7 3.6
国内売買案件 売り 239 141 73.1 3.5
買い 161 63 77.8 3.2
売買合計 400 204 74.5 3.5
コンテナ数量
売買案件　　
売り 516 433 89.4 1.4
買い 148 92 91.3 2.2
売買合計 664 525 89.7 1.6
※案件数（Ａ）：貿易条件が指定（選択）されていない売買案件を含んだ案件数
　案件数（Ｂ）：貿易条件が指定（選択）されていない売買案件を除いた案件数
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表 10．調査案件全体を集計区分とした場合の FOB/CFR/CIF 条件への集中度の推移
調査年 調査期間 案件区分 案件数 名目構成比（％） 実質構成比（％）
2009 年
2009 年 6 月 1 日～	
同年 11 月 17 日
売り 806 60.7	 81.4	
買い 194 54.1	 92.1	
売買合計 1,000 59.4	 83.1	
2010 年
2010 年 6 月 1 日～	
同年 10 月 8 日
売り 843 59.1	 82.7	
買い 187 50.8	 87.9	
売買合計 1,030 57.6	 83.5	
2015 年
（今回）
2015 年 1 月 5 日～	
同年 12 月 28 日
売り 1,975 60.9	 82.0	
買い 455 40.6	 84.0	
売買合計 2,430 57.0	 82.2	
表 11． コンテナ数量売買案件を集計区分とした場合の FOB/CFR/CIF 条件への集中度
の推移
調査年 調査期間 案件区分 案件数 名目構成比（％） 実質構成比（％）
2009 年
2009 年 6 月 1 日～	
同年 11 月 17 日
売り 154 75.3	 87.2	
買い 52 75.0	 92.9	
売買合計 206 75.2	 88.6	
2010 年
2010 年 6 月 1 日～	
同年 10 月 8 日
売り 164 78.0	 93.4	
買い 48 70.8	 89.5	
売買合計 212 76.4	 92.5	
2015 年
（今回）
2015 年 1 月 5 日～	
同年 12 月 28 日
売り 516 75.0	 89.4	
買い 148 56.8	 91.3	
売買合計 664 70.9	 89.7	
6．物流環境の現状からみた FOB， CFR， CIF 条件への集中度の検証
6.1．世界の海上物流環境の現状
　前節において，各集計区分における FOB，CFR，CIF 条件への集中度を，
当該 3 条件の実質構成比の合計と定義して，各々の数値を示した。本節では，
そのような集中度の数値が，はたして今日の物流環境を適切に反映したもので
あるかどうかを，筆者なりの仮定に基づいて検証してみたい。
　既述のように，本稿での調査対象案件の 47.6％が日本発売買案件であり，さ
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らにアジア（日本を除く）を登録国／地域とする売買案件と合わせると 89.1％
にまで達する。TTPP が日本の JETRO によって運営されているためでもあろ
うが，そこに登録される売買案件の 90％近くが日本を含むアジア地域からの
案件であることに改めて注目しておきたい。なぜならば，日本の貿易に占める
海運の割合（トン数ベース）が 2015 年時点で 99.6％にまで達したという状
況22）に鑑みると，少なくとも日本においては，もっぱら海上物流の環境をふま
えて貿易条件の使用状況を検証しなければならないからである。そこで，以
下，本件に関連のある若干のデータを引用して，世界および日本の海上物流の
現状を鳥瞰してみよう。
　まず，表 12 は，2013 年の世界の海上荷動き量（重量ベース）に関して，一
般社団法人日本船主協会（The	Japanese	Shipownersʼ	Association;	JSA）の
データ23）を筆者が要約し，さらに主要品目別の構成比を計算して作表したもの
である。この表をみると，石油（原油，石油製品の合計）と三大バルク貨物
（鉄鉱石，石炭，穀物の合計）の構成比が各々約 27％を占めて伯仲しているの
に対し，コンテナ貨物は約 15％を構成していることがわかる。データの公表
年と本稿の調査を行った 2015 年との間には 2 年のずれがあるが，構成比は概
ね近似していると推測できる24）。また，公益財団法人日本海事広報協会（Ja-
pan	Maritime	Public	Relations	Center）のデータによれば，2015 年末の時点
で世界の船腹量は 121,122 万総トンであり，船種別の順位をみると，ばら積乾
貨 物 船（41,114 万 総 ト ン，33.9 ％）， オ イ ル タ ン カ ー（24,362 万 総 ト ン，
20.1％），コンテナ船（21,548 万総トン，17.8％）が上位 3 位にランクされてい
る25）。現在，世界の定期航路の 90％以上はコンテナ化されているという状況
にあり26），あたかもコンテナ船が海上物流の主役であるような印象を受ける。
22）公益財団法人日本海事広報協会（2016）；日本の海運 SHIPPING	NOW	2016-2017
（PDF 版）（以下，SHIPPING	NOW	2016-2017），www.haijipr.or.jp/shipping_now/
pdf/allpage2016.pdf,	p.	13（2016 年 10 月 16 日閲覧）
23）一般社団法人日本船主協会（2015）；海運統計要覧 2015（PDF 版）（以下，海運統
計要覧 2015），www.jsa.net.or.jp/data/pdf/2015 data30-1.pdf,	主要品目別海上荷動
き量のデータ	（2016 年 10 月 23 日閲覧）
24）2015 年においては，石油（原油，石油製品）の構成比は 27.0％，三大バルク貨物の
構成比は 27.5％であった（SHIPPING	NOW	2016-2017,	p.	20）
25）SHIPPING	NOW	2016-2017,	p.	21
26）石原，合田；前掲書，p.	1
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しかし，上記のデータから明らかなように，世界の海上荷動き量を重量ベース
でみれば，不定期船（tramper）による運送の対象貨物が大半を占めており，
船腹量でみても（広義の）在来船（conventional	vessel）がコンテナ船をはる
かに上回っているのである。
表 12．世界の主要品目別海上荷動き量（2013 年）
品　目 荷動き量（百万トン） 構成比（％）
石油
原　　油 1,833 18.0
石油製品 959 9.4
LNG，LNG，ケミカル 568 5.6
三大バルク貨物
鉄 鉱 石 1,189 11.7
石　　炭 1,179 11.6
穀　　物 389 3.8
コンテナ貨物 1,532 15.1
ボーキサイト，アルミナ，
燐鉱石
167 1.6
その他乾貨物 2,361 23.2
合　計 10,175 100.0
［出典：JSA『海運統計要覧 2015』のデータを筆者が要約，作表］
6.2．日本の海上物流環境の現状
　次に，日本の海上物流環境の現状をみていこう。もともと資源小国である日
本の貿易は，主に原材料，食糧，エネルギー等を輸入し，機械，自動車等の付
加価値の高い製品を輸出するという特徴をもっている。このように，輸入に
は，ばら積み乾貨物（dry	bulk	cargo）や液体貨物（wet	cargo）が多いため，
不定期船による用船運送が多く利用されている。他方，製造加工品が中心の輸
出は定期船（liner）によるコンテナ貨物の個品運送が多い。表 13 は，平成 24
（2012）年度の日本の海上貿易量（重量ベース）に関して，国土交通省海事局
による統計データ27）を筆者が要約し，さらに構成比を計算して作表したもので
27）国土交通省海事局；平成 24 年度	 我が国の海上貿易量，www.mlit.go.jp/common	
/001013347pdf お よ び www.mlit.go.jp/common/001013350pdf（2016 年 10 月 23 日
閲覧）
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ある。このデータの公表年と本稿の調査を行った 2015 年との間にも 2 年以上
の時間的な開きがあるが，本稿の参考とするのに格別大きな支障はないと考え
られる。この表から明らかなように，重量ベースでみると輸入貨物が輸出貨物
よりも圧倒的に多く，その構成比は後者の 16.8％（161,071÷960,111）に対し
て，83.2％（799,040÷960,111）にもおよんでいる。ちなみに，輸入貨物の内
訳については，表中に数値はないが，鉄鉱石，石炭などの乾貨物が 487,156 千
トン（61.0％），原油，LNG などの液体貨物が 311,864 千トン（39.0％）である。
また，輸出のコンテナ貨物の 71％，輸出の不定期船貨物の 75％，および輸入
のコンテナ貨物の 62％は，それぞれアジア地域内との貿易が占めている。一
方，輸入の不定期船貨物は，大洋州（31％）や中東（27％）など資源保有国か
らの輸入が大半を占めている。最後に，日本の海上貿易における不定期船貨物
は，輸入貨物に占める構成比が 92.0％と圧倒的に大きいだけでなく，製造加工
品が多くコンテナ貨物が主流といわれる輸出貨物においても重量ベースで
72.4％におよんでいるという事実を確認しておきたい。
表 13．日本の海上貿易量（2012 年度）
輸出入区分 貨物区分 貿易量（千トン） 構成比（％）
輸出
コンテナ貨物 44,386 27.6
不定期船貨物 116,685 72.4
輸出貨物合計 161,071 100.0
輸入
コンテナ貨物 63,578 8.0
不定期船貨物 735,462 92.0
輸入貨物合計 799,040 100.0
輸出入合計
コンテナ貨物 107,964 11.2
不定期船貨物 852,147 88.8
輸出入貨物合計 960,111 100.0
［出典：国土交通省海事局によるデータを筆者が要約，作表］
6.3．調査案件全体における FOB，CFR，CIF 条件への集中度の検証
　前 2 項において，世界および日本の海上物流の現状をごくおおまかに鳥瞰し
たので，その結果から導出した仮定に基づき，集計区分ごとに FOB，CFR，
CIF 条件への集中度の妥当性を検証してみよう。なお，これより以下，FOB，
CFR，CIF 条件への集中度を単に「集中度」とよび，FCA，CPT，CIP 条件
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の実質構成比の合計を「コンテナ 3 条件合計」とよぶことにする。
　まず，前掲の表 9 によれば，本稿の調査対象となった 2,430 件の全売買案件
に焦点をあてると，集中度は 82.2％，コンテナ 3 条件合計は 3.1％である。一
見すると，両者の数値の乖離ははなはだ大きく，著しく不均衡に感じられる。
ところで，表 12 に示したように，重量ベースでみた世界の海上荷動き量に占
めるコンテナ貨物の構成比は約 15％（2013 年）である。また，既述のように，
世界の船腹量に占めるコンテナ船の割合は 17.8％（2015 年末）である。そこ
で，コンテナ輸送を想定した貿易条件の使用比率が，重量ベースでのコンテナ
貨物の構成比，あるいは船腹量に占めるコンテナ船の割合に近似すると仮定す
れば，概ね 15％～18％程度が妥当な数値と考えられ，換言すれば，在来船専
用の貿易条件の構成比の妥当な数値は 82％～85％程度と推定される。その意
味では，82.2％という集中度は，まさに妥当な数値と思われる。他方，コンテ
ナ 3 条件合計は 3.1％と僅少で，15％～18％には遠く及ばない。しかし，必ず
しも FCA，CPT，CIP 条件だけがコンテナ輸送に適用される貿易条件ではな
い。
　ここで，再度確認するが，現時点で TTPP の登録画面で指定（選択）でき
る貿易条件は，現行最新版の IncotermsⓇ2010 が規定する 11 条件ではなく，
旧版のインコタームズが規定する 13 条件（EXW，FAS，FOB，FCA，CFR，
CIF，CPT，CIP，DAF，DES，DEQ，DDU，DDP）である。このうち，下
線を施した 6 条件は在来船専用の貿易条件とされており，他の 7 条件は複合輸
送を含めたいかなる運送手段にも適用が可能とされている28）。そこで，表 4 の
データを用いて補正すると，在来船専用の貿易条件の正確な構成比は 82.2％の
集中度に FAS（0.6％）と DEQ（0.1％）を加えた 82.9％となり，コンテナ輸
送に適用されうる貿易条件のそれは，17.1％（100.0％－82.9％）となる。この
17.1％対 82.9％という構成比は，上記の仮定のもとでは，きわめて妥当な数値
である。無論，TTPP に登録される貿易取引案件の登録国／地域と交流希望
地には偏りが大きく，世界中でやりとりされる膨大な件数の貿易取引案件を代
表していないし，世界の物流環境を正確に反映しているとは言い難い。さら
に，検証のために用いたデータの公表年と本稿の調査を実施した 2015 年とは
28）ただし，DAF については，主として陸上輸送を想定している。そのため，注 17）
で既述したように，国境を持たない島国では事実上使用することはない。
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完全には一致していない。しかしながら，調査案件全体を集計区分としてみた
場合，奇しくも当該の数値が，世界の荷動き量（重量ベース）や船腹量から導
出した適正な数値に近似していたという事実は注目に値する。
6.4．日本発売買案件における FOB，CFR，CIF 条件への集中度の検証
　前掲の表 13 において，2012 年度の日本の海上貿易量（重量ベース）を，コ
ンテナ貨物と不定期船貨物の構成比とともに示した。日本発売買案件におい
て，コンテナ輸送に適用されうる貿易条件と在来船専用の貿易条件の使用比率
が，そのまま日本の輸出入合計におけるコンテナ貨物と不定期船貨物の構成比
に連動すると仮定すれば，11.2％対 88.8％に近い数値になるものと推測される。
しかるに，集中度は 79.1％にすぎず，表 5 の FAS（0.7％）と DEQ（0.1％）
を加えて補正した在来船専用の貿易条件の構成比は 79.9％にとどまる一方，コ
ンテナ輸送に適用されうる貿易条件の構成比は 20.1％（100.0％－79.9％）にお
よんでいる。すなわち，前者は不定期船貨物の構成比（88.8％）からみて約 9
ポイント過小であり，後者はコンテナ貨物の構成比（11.2％）からみて約 9 ポ
イント過大である。
　次に，輸出と輸入を個別にみてみよう。日本からの輸出にあたる日本発売り
案件では，集中度は 78.7％，コンテナ 3 条件合計は 4.0％であり，それぞれ補
正後の構成比は 79.5％対 20.5％である。表 13 によれば，輸出における不定期
船貨物とコンテナ貨物の構成比は 72.4％対 27.6％であるから，在来船専用の貿
易条件とコンテナ輸送に適用されうる貿易条件の構成比は，それぞれ適正と考
えられる数値より約 7 ポイントずつ過大ないし過小である。また，日本への輸
入にあたる日本発買い案件では，集中度は 81.4％，コンテナ 3 条件合計は 4.9％
であり，それぞれ補正後の構成比は 82.4％対 17.7％である（端数処理の関係で，
合計が 100％と一致しない。以下においても，同様のケースがありうる）。表
13 に示すとおり，輸入における不定期船貨物とコンテナ貨物の構成比は
92.0％対 8.0％と，著しく不均衡であり，日本の主要輸入品目の特徴を如実に
表わしている。この数値と比較すると，日本発買い案件における在来船専用の
貿易条件とコンテナ輸送に適用されうる貿易条件の構成比は，それぞれ 10 ポ
イント近く過小ないし過大であることがわかる。
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6.5．対日売買案件における FOB，CFR，CIF 条件への集中度の検証
　対日売買案件も，成約後は日本からの輸出，あるいは日本への輸入になる。
したがって，日本発売買案件と同様に，表 13 のデータを用いて検証すること
ができる。表 9 に示した集中度は 80.7％であり，これに表 6 の FAS と DEQ
（各 0.3％）を加えて補正すると，在来船専用の貿易条件の構成比は 81.3％，コ
ンテナ輸送に適用されうる貿易条件の構成比は 18.7％（100.0％－80.7％）にな
る。既述のように，日本の輸出入合計における不定期船貨物とコンテナ貨物の
構成比は 88.8％対 11.2％であるから，各々7.5 ポイントずつ過小ないし過大な
数値といえるが，乖離幅は日本発売買案件よりも若干緩和されている。
　次に，対日買い案件（日本からの輸出）と対日売り案件（日本への輸入）を
個別に検証する。表 9 に示すとおり，対日買い案件の集中度は 85.2％，コンテ
ナ 3 条件合計は 1.3％であり，各々表 6 のデータによって補正した後の構成比
は 86.6％対 13.4％になる。これを，表 13 に掲げる輸出における不定期船貨物
とコンテナ貨物の構成比（72.4％対 27.6％）と比較すると，在来船専用の貿易
条件の構成比は過大，コンテナ輸送に適用されうる貿易条件の構成比は過小
で，乖離幅は 14 ポイント以上にもおよぶ。他方，対日売り案件の集中度は
79.2％，コンテナ 3 条件合計は 4.3％であり，各々表 6 のデータによって補正
した後の構成比は 79.6％対 20.4％になる。これを，輸入における不定期船貨物
とコンテナ貨物の構成比（92.0％対 8.0％）と比較すると，在来船専用の貿易
条件の構成比とコンテナ輸送に適用されうる貿易条件の構成比は，それぞれ
12 ポイント以上も過小ないし過大である。
　以上のように，対日売買案件の集計区分においては，集中度の検証を対日売
り案件と対日買い案件で別々に行うと，在来船専用の貿易条件の構成比は不定
期船貨物の構成比から，コンテナ輸送に適用されうる貿易条件の構成比はコン
テナ貨物の構成比から，それぞれ逆方向に大きく乖離していることがわかる。
6.6．国内売買案件における FOB，CFR，CIF 条件への集中度の検証
　表 9 に示すとおり，国内売買案件における集中度は，売り案件，買い案件，
売買案件合計の順にそれぞれ 73.1％，79.4％，75.0％であり，これらに表 7 の
データを加えて補正した在来船専用の貿易条件の構成比は，それぞれ 73.1％，
79.4％，75.0％である。他方，コンテナ 3 条件合計自体はいずれも 3％台と僅
少であるが，集中度が 70％台に緩和されているため，コンテナ輸送に適用さ
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れうる貿易条件の構成比は相対的に大きく，それぞれ 26.9％，20.7％，25.1％
である。国内売り案件の 73.1％対 26.9％という構成比を，表 13 の輸出におけ
る不定期船貨物とコンテナ貨物の構成比（72.4％対 27.6％）と比較すると，適
正値に非常に近似している数値であるといえる。これに対して，国内買い案件
の 79.4％対 20.7％という構成比を，表 13 の輸入における不定期船貨物とコン
テナ貨物の構成比（92.0％対 8.0％）と比較すると，在来船専用の貿易条件の
構成比とコンテナ輸送に適用されうる貿易条件の構成比は，それぞれ 12 ポイ
ント以上も過小ないし過大である。
　もっとも，今まで繰り返し述べてきたように，国内売買案件には，成約後に
文字どおり日本国内での売買取引になる案件と，日本の登録者が仲介者の立場
にあり，海外との国際輸送を想定している案件とが混在している。したがっ
て，本来ならば，表 13 のデータを用いた検証は後者についてのみ可能である。
しかるに，本稿執筆時点において，両者の明確な区分は行っていない。という
のは，登録者が販売代理店等の仲介者であることは案件のタイトル・内容
（features	and	characteristics）の記述によって容易に判明するが，当該案件に
（海外の）積出港または仕向港が明記されていないケースも多く，国際輸送を
想定している案件であることの確証がないからである。そのため，誠に遺憾な
がら，上記の検証は統計的な正確さが担保されておらず，大雑把な参考程度に
とどめざるをえない。あえて付言すれば，既述のように，国内売買案件（特に
国内買い案件）は他の集計区分よりも EXW の実質構成比が大きく，その効果
として，集中度が相対的に押し下げられている。この事実をもって，国内売買
案件には，純粋な意味での国内取引を前提とした売買案件が多く含まれている
ことの証左となるであろう。
6.7．コンテナ数量売買案件における FOB，CFR，CIF 条件への集中度の検証
　コンテナ数量売買案件については，表 12 や表 13 のような，公的な統計デー
タを用いて検証するまでもなく，今回の調査で得られた結果（表 8，表 9）そ
のもので検証が可能である。すなわち，FOB，CFR，CIF 条件は本来，在来
船専用の貿易条件であるから，コンテナ貨物の輸送にこれらを適用することは
明らかに不適切である。しかしながら，採算条件（quotation	terms）として
の側面をみれば，FOB は FCA に，CFR は CPT に，CIF は CIP に，それぞ
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れ価格の構成要素（売主の費用負担）が見合っている29）。これを要するに，仮
にコンテナ数量売買案件で貿易条件が適正に選択されるならば，表 9 の集中
度の数値とコンテナ 3 条件合計の数値は，まさに逆転してしかるべきなのであ
る。さらに，今回の調査では，コンテナ数量売買案件には DAF，DES，DEQ
および DDU を指定（選択）した案件が皆無であったため，集中度とコンテナ
3 条件合計に表 8 に示す EXW，FAS および DDP のデータを加えて補正する
と，売り案件，買い案件，売買案件合計の順に，在来船専用の貿易条件の構成
比は 90.3％，92.4％，90.7％，コンテナ輸送に適用されうる貿易条件の構成比
は 9.7％，7.6％，9.3％となる。つまり，コンテナ数量売買案件の 90％以上で
不適切な在来船専用の貿易条件が指定（選択）されており，適正な貿易条件が
選択された案件は 10％にも満たない。なぜコンテナ数量売買案件にこのよう
な貿易条件の誤用ないし不適切使用が多いのか，現時点で，筆者はその理由を
明らかにすることができない。
7．結論
　本稿では，2015 年の暦年 1 年間に TTPP に新着案件として登録された 2,430
件の貿易取引案件を対象として，調査案件全体，日本発売買案件，対日売買案
件，国内売買案件およびコンテナ数量売買案件という 5 つの集計区分を設け，
各集計区分につき個別の貿易条件の使用状況と FOB，CFR，CIF 条件の集中
度を考察し，さらに公的な統計データから導出した仮定に基づいて，そのよう
な集中度の数値の妥当性を検証した。全調査案件 2,430 件中，貿易条件が指定
（選択）されていない売買案件が 745 件（30.7％）含まれていたので，実質構
29）	 一般に，貿易条件には，価格の構成要素を示す採算条件としての側面と，危険負担
の分岐点を規制する引渡し条件（delivery	terms）としての側面があるが，注 3）で
詳述したように，在来船専用の FOB，CFR，CIF 条件をコンテナ貨物に使用すべ
きではない理由はもっぱら引渡し条件としての側面にある。つまり，双方の採算条
件は見合っているが，危険が移転する引渡しの場所が一致しない。FOB，CFR，
CIF 条件の引渡し場所は海上にあり，FCA，CPT，CIP 条件の引渡し場所（コンテ
ナ・ヤード，コンテナ・フレート・ステーションなど）は，その手前の陸地にある。
FCA（CPT，CIP）が，しばしば「陸にあがった FOB（CFR，CIF）」といわれる
所以である。
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成比ないし集中度は，貿易条件が指定（選択）された 1,685 件（69.3％）の売
買案件がベースとなっている。データの大きさとしては，必ずしも十分とはい
えないかもしれないが，確実に当該暦年 1 年間に TTPP に新着登録された売
買案件の貿易条件のデータは盛り込んでいる。いま，本稿の結論とすべき要点
をまとめるならば，次の点に収束できるであろう。
①	　個別の貿易条件で最も使用比率が大きいのは FOB で，調査案件全体の
52.2％を占める。
②	　調査案件全体では FOB，CFR，CIF 条件の集中度は 82.2％と高く，その
逆に，コンテナ輸送を想定した FCA，CPT，CIP 条件の実質構成比の合計
は 3.1％と僅少である。他の集計区分でも概ね同じ傾向がみられる。
③	　コンテナ貨物の輸送に在来船専用の貿易条件を用いるという，貿易条件の
誤用ないし不適切使用は　特にコンテナ数量売買案件において顕著であり，
90％以上で在来船専用の貿易条件が指定（選択）されていた。
④	　FOB，CFR，CIF 条件の集中度の数値は，一見すると非常に高い印象が
あるが，重量ベースでみた品目別海上荷動き量や船種別船腹量等の公的デー
タに照らして検証すると，存外，不当に高い数値とはいえず，むしろ適正値
を下回っているとさえ思われる。
　無論，今回の調査に他の暦年に記録した売買案件のデータを加えて，調査の
対象期間と調査規模をさらに拡大すれば，上記と異なる結論にいたる可能性は
否定できない。
8．おわりに
　本稿の冒頭でも述べたように，筆者は数年来の長きにわたり，TTPP に日々
登録される新着の貿易取引案件において選択される貿易条件を経時的に観察し
てきた。その経験から，FOB，CFR，CIF 条件の集中度の高さを厳然たる事
実として認識している。また，FCA，CPT，CIP 条件を選択（指定）する売
買案件が非常に少ないことも事実である。おそらく，伝統的な貿易条件に馴染
んだ世界の貿易業者の間に新参の貿易条件が広く認知されるのは，まだ当分先
のことであると思う。
　ところで，筆者は，これまで TTPP を通じて貿易条件の使用状況という，
リアルな数値を連日観察してきたため，その数値自体に重きを置いた調査をし
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てきたきらいがある。今回の調査では，単に調査規模を量的に拡大できただけ
でなく，新たに公的な統計データを用いて数値の妥当性を検証するという発想
をもつことができた。それも偏に，長期学外研修という，時間的かつ精神的に
研究と調査に専念できる機会が与えられたからに他ならない。その意味で，筆
者の勤務先である獨協大学，筆者の研修先となることを了承していただいた
JETRO，研修期間中に筆者が調査のために訪問した各種の貿易関連機関，お
よび各々の関係者の皆様に衷心より感謝を捧げつつ，擱筆する。
	 （2016 年 10 月 30 日　脱稿）
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	 The	International	Chamber	of	Commerce	（ICC）	has	 instituted	a	set	of	
rules	for	the	use	of	trade	terms	known	as	International	Commercial	Terms,	
for	short,	“Incoterms”.		With	the	rapid	progress	in	containerization,	the	new	
terms	FCA,	CPT	and	CIP	have	been	introduced	into	Incoterms	for	transport	
by	container	vessels	ever	since	 its	revision	 in	1980.	 	Scholars	have	pointed	
out,	however,	that	these	trade	terms	are	rarely	used	among	traders	at	home	
and	abroad,	and	they	still	keep	on	using	such	traditional	terms	as	FOB,	CFR	
and	CIF	 instead.	 	These	 three	 traditional	 trade	 terms	are	exclusively	 for	
transport	by	conventional	vessels,	so	it	is	inappropriate	to	use	them	for	ship-
ment	by	container	vessels.	 	FOB,	CFR	and	CIF	terms	seem	to	have	been	
predominantly	used	for	a	long	time	including	frequent	misapplication	or	im-
proper	usage.
	 Taking	such	a	situation	 into	consideration,	 I	conducted	 fact-finding	re-
search	on	the	trade	terms	selected	 in	selling/buying	offers	with	special	re-
gard	to	the	concentration	ratio	of	FOB,	CFR	and	CIF	terms.		To	be	specific,	
I	recorded	the	2,430	selling/buying	offers	newly	registered	 in	the	“TTPP”	
Database	of	JETRO	during	the	calendar	year	2015,	collected	1,685	cases	of	
the	use	of	trade	terms	in	total,	and	processed	statistically	all	the	trade	terms	
thus	collected	according	to	the	following	five	sections:	1）	the	whole	selling/
buying	offers	under	review,	2）	the	selling/buying	offers	from	Japan,	3）	the	
selling/buying	offers	to	Japan,	4）	the	domestic	selling/buying	offers	and	5）	
the	container-based	selling/buying	offers.		In	addition,	for	each	of	the	above	
five	sections	I	examined	the	usage	of	individual	trade	terms	and	the	concen-
tration	ratio	of	FOB,	CFR	and	CIF	terms,	and	tested	 the	validity	of	such	
concentration	ratio	 in	 the	 light	of	officially-released	statistics	such	as	 the	
weight-based	ocean	freight	movements	and	the	shipping	tonnage.		
A	Study	of	the	Concentration	Ratio	of	FOB,	CFR	
and	CIF	Terms	Selected	in	Selling/Buying	Offers
―	Through	an	Analysis	of	the	Business	Proposals	Newly	Registered	
in	the	“TTPP”	Database	during	the	Calendar	Year	2015	―
Harunobu	Sugiyama
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	 Through	 the	analysis	of	 the	data	obtained	 in	 the	above	manner,	 the	
findings	are	as	follows:
	 1）	FOB	is	the	most	frequently	used	among	the	individual	trade	terms;	it	
alone	accounted	for	52.2％	of	the	whole	selling/buying	offers	under	review.
	 2）	In	the	section	of	 the	whole	selling/buying	offers	under	review,	 the	
concentration	ratio	of	FOB,	CFR	and	CIF	terms	are	82.2％ ,	while	the	total	
component	ratio	of	FCA,	CPT	and	CIP	terms	is	only	3.1％ .		The	other	sec-
tions	also	show	much	the	same	tendency.
	 3）	Misapplication	or	improper	usage	of	trade	terms	is	outstanding	in	the	
section	of	the	container-based	selling/buying	offers;	more	than	90％	of	them	
selected	the	trade	terms	exclusively	 for	conventional	vessels	even	 if	 trans-
port	by	container	vessels	is	intended.
	 4）	The	seemingly	high	numerical	value	of	 the	concentration	ratio	of	
FOB,	CFR	and	CIF	terms	will	NOT	be	unreasonably	high	 in	view	of	 the	
above	official	statistics;	 rather,	 it	seems	to	be	below	the	alleged	 legitimate	
concentration	ratio	of	these	three	terms.
